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令和５年度秦野市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の種類 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１

項の規定による審査 

 

第２ 審査の対象 

 

(1) 健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及

び将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

(2) 資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第３ 審査の期間 

 

(1) 健全化判断比率 

令和６年６月２４日から同年８月２１日まで 

(2) 資金不足比率 

令和６年５月３１日から同年８月２１日まで 

 

第４ 審査の方法 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１

項の規定により審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類について、指標の算定に誤りがないか、

書類が適正に作成されているかどうかに主眼を置き、関係部課からの説明を

受け、審査を実施しました。 

なお、健全化判断比率及び資金不足比率の算定の対象となる本市の会計と

団体の範囲は、次の図のとおりです。 
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第５ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した各書類は、指標の算定に誤りがなく、かつ適正に作成さ

れているものと認められました。 

 

 

 

 

 

 

 

法律上の
会計区分

本市の会計区分

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

秦野市伊勢原市環境衛生組合

金目川水害予防組合

秦野市土地開発公社

秦野市学校保全公社

資金不足比率

将
　
来
　
負
　
担
　
比
　
率

水道事業会計
各会計別
に算定

地方公社・第三
セクター等

秦野市スポーツ協会

一部事務組合・
広域連合

神奈川県後期高齢者医療広域連合

実
　
質
　
公
　
債
　
費
　
比
　
率

実
質
赤
字
比
率

公営企業に係る
会計

公共下水道事業会計

連
　
結
　
実
　
質
　
赤
　
字
　
比
　
率

一般会計等以外
の特別会計(公
営企業に係る会
計を除く。)

健全化判断比率

一般会計等 一般会計
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第６ 健全化判断比率の状況 

 

１ 総括 

 
 

健全化判断比率には、財政を早期に健全化すべき基準と再生すべき基準の

２段階の基準が設けられています。健全化判断比率の各比率のうち、その数

値が一つでも基準以上となった場合には、財政健全化計画又は財政再生計画

を策定し、早急に財政の健全化を図らなければなりません。 

本市の健全化判断比率は、いずれも基準未満となっています。 

 

２ 実質赤字比率 

 (1) 算定方法 

実質赤字比率は、福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般

会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもので、

次の式により算定します。 

 

 
 

なお、標準財政規模は、健全化判断比率を計算するうえで、その算式の

分母となる重要な数値となっています。 

本市の標準財政規模の状況は、次表のとおりとなっています。当年度は、

５年度 ４年度 早期健全化基準 財政再生基準

- - 11.72 20

- - 16.72 30

1.6 1.6 25 35

8.4 12.2 350 -

注1

2

3

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないた
め、「－」と表示しています。

　早期健全化基準の実質赤字比率は11.25％～15％の範囲で、連結実質赤字比率は
16.25％～20％の範囲で、毎年度の標準財政規模に応じて設定されています。

(単位：％)

　将来負担比率の財政再生基準は設定されていません。

区　　分

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

1用語の定義

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模1

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常
的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税
等を加算した額
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320 億 5,686 万 2 千円となり、前年度より 7 億 246 万 1 千円（2.2 パーセ

ント）の増となっています。 

 
 

 (2) 算定結果 

 
 

当年度の実質収支額は、25 億 2,648 万 9 千円の黒字となり、前年度より

2 億 8,570 万 9 千円（10.2 パーセント）の減となっています。 

前年度に引き続き、実質赤字額は発生していないため該当の数値はあり 

ませんが、参考として実質赤字比率を計算すると、マイナス 7.88 パーセン

トとなり、前年度より 1.08 ポイントの上昇となっています。 

 

３ 連結実質赤字比率 

 (1) 算定方法 

連結実質赤字比率は、一般会計、特別会計及び公営企業会計すべての赤

字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、財

政運営の悪化の度合いを示すもので、次の式により算定します。 

対前年度

伸率(C/B)

① 標 準 税 収 入 額 等 26,022,469 25,320,842 701,627 2.8

② 普 通 交 付 税 額 5,664,426 5,171,364 493,062 9.5

③
臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

369,967 862,195 △ 492,228 △ 57.1

2.2

（単位：千円、％）

区　　分 ５年度(A) ４年度(B)
比較増減
(C=A-B)

32,056,862 31,354,401 702,461
標　準　財　政　規　模

①～③の計

対前年度
伸率(C/B)

(b) 32,056,862 31,354,401 702,461 2.2

- - -

注1

2

実 質 赤 字 比 率

区　　分

一般会計の実質収支額

標 準 財 政 規 模

実質赤字比率の計算値

△ 10.2

（単位：千円、％、ポイント）

　実質赤字比率の計算値は、実質収支が黒字である場合は、△(負の値)で表示
されます。

　実質赤字比率は、実質赤字額がないため、「－」と表示しています。

５年度(A) ４年度(B)
比較増減
(C=A-B)

2,526,489 2,812,198 △ 285,709(a)

△ 7.88 △ 8.96 1.08
(a/b×100)
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(2) 算定結果 

  

当年度の連結実質収支額は、57 億 7,756 万 3 千円の黒字となり、前年度

より 6 億 7,986 万 7 千円（10.5 パーセント）の減となっています。 

前年度に引き続き、連結実質赤字額は発生していないため該当の数値は 

ありませんが、参考として連結実質赤字比率を計算すると、マイナス 18.02

パーセントとなり、前年度より 2.57 ポイントの上昇となっています。 
 

４ 実質公債費比率 

 (1) 算定方法 

実質公債費比率は、地方公共団体の一般会計等が負担する借入金（地方

債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

対前年度

伸率(C/B)

(b)～(d)の計

(b) 2,526,489 2,812,198 △ 285,709 △ 10.2

(c) 419,751 526,413 △ 106,662 △ 20.3

① 52,516 116,135 △ 63,619 △ 54.8

② 介護保険事業特別会計 200,130 273,294 △ 73,164 △ 26.8

③ 167,105 136,984 30,121 22.0

④、⑤の計

④ 水 道 事 業 会 計 2,092,682 2,158,068 △ 65,386 △ 3.0

⑤ 公共下水道事業会計 738,641 960,751 △ 222,110 △ 23.1

(e) 32,056,862 31,354,401 702,461 2.2

- - -

注１　連結実質赤字比率の計算値は、連結実質収支が黒字である場合は、△(負の値)で表示されます。

　２　連結実質赤字比率は、連結実質赤字額がないため、「－」と表示しています。

一般会計等以外の特別会計のうち
公営企業に係る特別会計以外の会計
の 実 質 収 支 額 ① ～ ③ の 計

公営企業会計の資金剰余額

標 準 財 政 規 模

連結実質赤字比率の計算値

連 結 実 質 赤 字 比 率

(a/e×100)
△ 18.02 △ 20.59 2.57

(d) 2,831,323 3,118,819 △ 287,496

（単位：千円、％、ポイント）

５年度(A) ４年度(B)
比較増減
(C=A-B)

区　　分

国民健康保険事業 特別 会計

後期高齢者医療事業特別会計

△ 9.2

5,777,563 6,457,430 △ 679,867 △ 10.5

一 般 会 計 の 実 質 収 支 額

全 会 計 の 連 結 実 質 収 支 額
(a)
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示すもので、次の式により算定します。 

 

 
 

 (2) 算定結果 

 

1
①

②

③

④
⑤

2

3

　元利償還金・準元利償還金の財源に充てられた特定の歳入の
額
　地方債の元利償還金及び準元利償還金に係る経費として普通
交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

用語の定義

　満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当す
るもの(年度割相当額）
　公営企業債の償還の財源に充てたと認められる一般会計
等からの繰出金
　一部事務組合等の起こした地方債の償還の財源に充てた
と認められる補助金又は負担金
　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　次の①から⑤までの合計額

実質公債費比率
（３か年平均）

＝

(地方債の元利償還金＋準元利償還金1)－(特定財源2＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額3)

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需
要額算入額）

　一時借入金の利子

対前年度
伸率(C/B)

(a) 3,428,011 3,451,249 3,443,990 △ 23,238 △ 0.7

① ～ ⑤ の計

①
満期一括償還地方債の１年
当たりの元金償還金に相当
するもの(年度割相当額）

0 0 0 0 -

②
公営企業債の償還の財源に
充てたと認められる一般会
計等からの繰出金

1,272,536 1,343,404 1,525,419 △ 70,868 △ 5.3

③
一部事務組合等の起こした
地方債に充てたと認められ
る補助金又は負担金

424,147 423,489 410,562 658 0.2

④
債務負担行為に基づく支出
のうち公債費に準ずるもの

209,911 211,661 202,306 △ 1,750 △ 0.8

⑤ 一 時 借 入 金 の 利 子 0 0 0 0 -

(c) 1,356,385 1,388,243 1,426,011 △ 31,858 △ 2.3

(d) 3,554,179 3,591,535 3,606,139 △ 37,356 △ 1.0

(e) 32,056,862 31,354,401 32,214,793 702,461 2.2

1.61.6

1.48772 1.62096

４年度(B)

1,978,554

(３か年平均)
実 質 公 債 費 比 率

1,906,594

特 定 財 源

元利償還金・準元利償還金に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

準 元 利 償 還 金
(b)

標 準 財 政 規 模

((a+b)-(c+d))/(e-d)×100

実 質 公 債 費 比 率 ( 単 年 度 )

1.3 0.0

1.92294 △ 0.13324

（単位：千円、％、ポイント）
比較増減
(C=A-B)

区　　分

地 方 債 の 元 利 償 還 金

△ 3.62,138,287 △ 71,960

５年度(A) ３年度
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当年度の比率（３か年平均）は前年度と同率の 1.6 パーセントとなり、

早期健全化基準の 25 パーセントを下回っています。 

 

５ 将来負担比率 

 (1) 算定方法 

将来負担比率は、地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来

支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政

を圧迫する可能性の度合いを示すもので、次の式により算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
①
②

③

④

⑤

⑥
⑦
⑧

2
3
4

用語の定義 　次の①から⑧までの合計額

　将来負担額に充てることができる基金の当年度末における現在高
　将来負担額に充てることができる特定の歳入の見込額
　今後、普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入され
る見込みの元利償還金及び準元利償還金の額

　一般会計等の当年度末における地方債現在高

　設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額
　連結実質赤字額
　組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見
込額

将来負担比率 ＝

将来負担額1－(充当可能基金額2＋特定財源見込額3＋地方債現在高

等に係る基準財政需要額算入見込額4）
標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額
算入額）

　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の
経費等に係るもの）
　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計
等からの負担等見込額
　組合等の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等
見込額
　退職手当支給予定額(全職員に対する期末要支給額)のうち、
一般会計等の負担見込額
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 (2) 算定結果 

 
 

当年度の比率は 8.4 パーセント、前年度より 3.8 ポイントの下降となり、

早期健全化基準の 350 パーセントを下回っています。 

 

 

 

 

対前年度

伸率(C/B)

① ～ ⑧ の計

① 31,770,545 34,039,606 △ 2,269,061 △ 6.7

② 2,828,594 3,008,472 △ 179,878 △ 6.0

③ 14,268,861 15,865,647 △ 1,596,786 △ 10.1

④ 1,832,883 2,246,522 △ 413,639 △ 18.4

⑤ 6,601,362 6,408,008 193,354 3.0

⑥ 936,349 965,835 △ 29,486 △ 3.1

⑦ 0 0 0 -

⑧ 0 0 0 -

(b) 6,351,188 6,677,538 △ 326,350 △ 4.9

(c) 13,278,335 13,808,491 △ 530,156 △ 3.8

(e) 32,056,862 31,354,401 702,461 2.2

△ 3.8
(a-(b+c+d))/(e-f)×100

(d)

(f)

8.4 12.2

38,637,609 △ 2,424,911

５年度(A) ４年度(B)
比較増減
(C=A-B)

将 来 負 担 額
58,238,594 62,534,090 △ 4,295,496(a)

区　　分

△ 6.9

充 当 可 能 基 金 額

将 来 負 担 比 率

（単位：千円、％、ポイント）

△ 6.3

標 準 財 政 規 模

元利償還金・準元利償還金に係
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

3,554,179 3,591,535 △ 37,356 △ 1.0

特 定 財 源 見 込 額

地 方 債 現 在 高 等 に 係 る
基 準 財 政 需 要 額算 入見 込額

36,212,698

設立法人の負債等に係る一般会
計等の負担見込額

連 結 実 質 赤 字 額

組合等の連結実質赤字額相当額
のうち、一般会計等の負担見込
額

一般会計等の当年度末における
地方債現在高

債務負担行為に基づく支出予定
額（地方財政法第5条各号の経
費等に係るもの）

一般会計等以外の会計の地方債
の元金償還に充てる一般会計等
からの繰入見込額

組合等の地方債の元金償還に充
てる一般会計等からの負担等見
込額

退職手当支給予定額(全職員に
対する期末要支給額)のうち、
一般会計等の負担見込額
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第７ 資金不足比率の状況 

 

１ 総括 

 (1) 算定方法 

資金不足比率は、公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模である

料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの

です。 

地方公営企業法適用企業の資金不足比率は、次の式により算定します。 

 

 
 

(2) 算定結果 

 
 

資金不足比率には、公営企業の経営を健全化すべき基準が設けられてお

り、公営企業会計ごとに経営健全化基準以上となった場合には、経営健全

化計画を策定し、早急に経営の健全化を図らなければなりません。 

本市の公営企業においては、水道事業会計及び公共下水道事業会計とも

に資金不足額が発生していないため、該当の数値はありません。 

なお、本市の公営企業に係る各会計の資金不足比率の算定結果は、次の

とおりです。 

1
2

3

4 　事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生
じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定
の額

資金不足比率 ＝

資金不足額（(流動負債1＋算入地方債2－流動資産3)－解消可能資金

不足額4）
事業規模（営業収益の額－受託工事収益の額）

用語の定義 　流動負債の額から控除すべき額を控除した額

　建設改良費及び準建設改良費（地方債に関する省令第12条に規定
する経費）以外の経費に充てるために起こした地方債の当年度末現
在高から、当該地方債のうち流動負債として整理されているものの
当年度末現在高を控除した額

　流動資産の額から翌年度に繰り越した事業に充てる特定の収入な
どの控除すべき額を控除した額

５年度 ４年度 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 - - 20

公共下水道事業会計 - - 20

特別会計の名称
資金不足比率

（単位：％）

注　資金不足比率は、資金不足額がないため、「－」と表示しています。
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２ 水道事業会計（地方公営企業法適用企業）の算定結果 

 

 
 

当年度の資金剰余額は 20 億 9,268 万 2 千円となり、前年度より 6,538 万 6

千円（3.0 パーセント）の減となっています。 

前年度に引き続き、資金不足額は発生していないため該当の数値はありま

せんが、参考として資金不足比率を計算すると、マイナス 96.4 パーセントと

なり、前年度より 4.6 ポイントの上昇となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

対前年度
伸率(C/B)

2,092,682 2,158,068 △ 65,386 △ 3.0

①流 動 負 債 270,533 285,392 △ 14,859 △ 5.2

②算 入 地 方 債 0 0 0 -

③流 動 資 産 2,363,215 2,443,460 △ 80,245 △ 3.3

④解消可能資金不足額 0 0 0 -

(b) 2,168,945 2,136,010 32,935 1.5

- - -

注 １
２

３

（単位：千円、％、ポイント）

５年度(A) ４年度(B)
比較増減
(C=A-B)

資 金 剰 余 額

資 金 不 足 額

区　　分

（①+②-③)-④
(a) △ 2,092,682 △ 2,158,068 65,386 3.0

事 業 規 模

　資金不足額が△(負の値)の場合は、資金剰余額を表します。
　資金不足比率の計算値は、資金不足が生じていない場合は、△（負の値）で表示
されます。

　資金不足比率は、資金不足額がないため、「－」と表示しています。

(a/b×100)
資金不足比率の計算値

資 金 不 足 比 率

△ 96.4 △ 101.0 4.6
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３ 公共下水道事業会計（地方公営企業法適用企業）の算定結果 

 

 
 

当年度の資金剰余額は 7 億 3,864 万 1 千円となり、前年度より 2 億 2,211

万円（23.1 パーセント）の減となっています。 

前年度に引き続き、資金不足額は発生していないため該当の数値はありま

せんが、参考として資金不足比率を計算すると、マイナス 28.5 パーセントと

なり、前年度より 9.1 ポイントの上昇となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

対前年度
伸率(C/B)

738,641 960,751 △ 222,110 △ 23.1

①流 動 負 債 667,213 720,717 △ 53,504 △ 7.4

②算 入 地 方 債 0 0 0 -

③流 動 資 産 1,405,854 1,681,468 △ 275,614 △ 16.4

④解消可能資金不足額 0 0 0 -

(b) 2,591,207 2,551,077 40,130 1.6

- - -

注 １
２

３

　資金不足額が△(負の値)の場合は、資金剰余額を表します。
　資金不足比率の計算値は、資金不足が生じていない場合は、△（負の値）で表示
されます。

　資金不足比率は、資金不足額がないため、「－」と表示しています。

(a/b×100)

資 金 不 足 比 率

事 業 規 模

資金不足比率の計算値
△ 28.5 △ 37.6 9.1

23.1
（①+②-③)-④

（単位：千円、％、ポイント）

区　　分 ５年度(A) ４年度(B)
比較増減
(C=A-B)

資 金 剰 余 額

資 金 不 足 額
(a) △ 738,641 △ 960,751 222,110
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第８ 審査の所見 

 

１ 健全化判断比率について 

当年度の健全化判断比率は、全て早期健全化基準を下回っています。 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、いずれも実質赤字額及び

連結実質赤字額が発生していないため計上されていません。 

また、実質公債費比率は、前年度と同率となっており、将来負担比率は、

3.8 ポイント下降しています。いずれも早期健全化基準を下回っており、「地

方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全性は維持され

ています。 

一方で、生産年齢人口の減少等により市税の大幅な増収が見込めない中、

超高齢社会の進行による社会保障費の増加に加え、総合計画はだの 2030 プ

ラン前期基本計画に位置付けている事業の推進や、新たな行政課題への対応

などが求められます。引き続き、自主財源の確保と効率的かつ効果的な事務

の執行に注意し、健全で持続可能な財政基盤の構築に向けた取組を進められ

ることを期待します。 

 

２ 資金不足比率について 

当年度は、水道事業会計及び公共下水道事業会計の資金不足額は発生して

いないため、両会計の経営状況はおおむね良好であり、「地方公共団体の財政

の健全化に関する法律」に基づく財政の健全性は維持されています。 

今後の施設の耐震化や一斉更新を見据えると、多額の資金需要が見込まれ

ますので、引き続き、財務体質の改善と経営の合理化に取り組み、水道事業

会計においては安定的な経営基盤の維持を、公共下水道事業会計においては

安定的な経営基盤の構築を推進し、健全な事業経営に努められることを期待

します。 
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